
-

（ ）

単位当たり
コスト

単位

1 1 1 -

1 1

一般会計

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回数

活動指標

自殺総合対策調査研究等

4/1

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

算出根拠

活動指標

1 1

28年度活動見込

3.8 3.3 5.6

活動実績

27年度

活動実績 回数

当初見込み 回数

25年度

自殺対策白書

27年度

26年度 27年度

自殺対策推進経費 担当部局庁 社会・援護局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 大臣官房参事官（自殺対策担当） 参事官　岩井 一郎

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

185

実施方法

％

回数

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

- -

205

- -

- -

25年度

9.2/1

152

単位

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

136

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

-補正予算

単位当たり
コスト

25年度

計算式

平成１９年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

205 185 152 139 0

135 112

執行率（％） 66% 73% 74%

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

単位

1 1 1

単位

活動実績 回数

当初見込み 回数

計算式

4

3.8/1

26年度

5.6/13.3/1

-

40

-

15.7/1 3.5/1

28年度活動見込

事業番号

31.3

40

- -

139

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

新28 0034

年度28
25年度 26年度 27年度

目標最終年度

78.3 88.5

40

35.4 36.3

40

90.8 -

-

-

年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 1 1 -

1

28年度活動見込

-

1 1 1 1

28年度活動見込

10/1

9.2 15.7 3.5 10

自殺対策

自殺対策基本法 自殺総合対策大綱

■自殺総合対策調査研究等　　・自殺総合対策会議の開催　 ・自殺対策白書の作成
■自殺総合対策人材育成　　 　・全国自殺対策主管課長等会議の開催　  ・自殺対策官民連携協働ブロック会議の開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・自殺対策連携コーディネート研修の開催
■自殺総合対策理解促進　　 　・啓発資料（ポスター、パンフレット）の作成　 ・自殺予防週間（9/10～16）・自殺対策強化月間（3月）の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　・自殺予防相談体制の整備　など

平成28年４月から当事業の所管が内閣府から厚生労働省へ移管され、予算の計上も内閣府から厚生労働省へ変更となった。

自殺対策を総合的に推進して、自殺防止と自殺者の親族等に対する支援の充実を図り、国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社
会の実現に寄与すること

-

平成28年度までに「自殺対
策は自分自身に関わる問
題であると思う人の割合」を
４０％まで引き上げる。

自殺対策は自分自身に関
わる問題であると思う人の
割合

自殺対策強化月間広報啓発

自殺対策白書作成経費
X＝5.6百万円（自殺対策白書作成の決算額）
Y＝１回（作成回数）

自殺対策調査研究経費
X＝3.5百万円（自殺対策調査研究の決算額）
Y＝１回（実施回数）

百万円

X/Y

百万円

X/Y

1

25年度 26年度

26年度 27年度

1 1

25年度



-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

自殺対策を総合的に推進して、自殺防止と自殺者の親族等に対する支援の充実を図り、国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の実
現に寄与することを目的とする。

2

-

-

目標値

-

139 0

年度

27年度

2

歳出予算目

計画開始時
27年度 28年度

- - -

単位
年度

- -

目標値 -

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

94

- -

-

-

成果実績

年度

- -

96

26年度 28年度活動見込

-

-

年度

96/1 94/1

28年度当初予算

単位

-

-

1

- - - -

中間目標 目標最終年度

-

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

改革
項目

分野： - -

-

達成度

29年度要求 主な増減理由

-

88 88

単位

単位当たり
コスト

88/1

25年度

％ -

-

年度
測
定
指
標

計算式

134

計

実績値 - -

単位当たり
コスト

算出根拠

施策 Ⅷ-1-1　障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域における支援体制を整備すること

88/1

政策 Ⅷ-1　必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者の地域における生活を支援すること

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

自殺対策強化月間広報啓発経費
X=88百万円（自殺対策強化月間広報事業の決算額）
Y＝１回（実施回数）

百万円

X/Y

諸謝金

庁費

委員等旅費

職員旅費



-

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

内閣府（0126）

内閣府（0090）

平成23年度

○

○

　支出先の選定にあたっては、基本的には一般競争入札又
は見積り合わせを行うことにより競争性のある調達方式とし
ている。

○

点検結果

内閣府（0091）

内閣府（0129）

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成26年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

内閣府（0133）

内閣府（0086）

平成24年度

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

平成27年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成25年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事業番号関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

備考

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。 -

国
費
投
入
の
必
要
性

評　価項　　目

　自殺総合対策大綱（平成24年8月28日閣議決定）におい
て、国、地方自治体、民間団体等が役割を明確にし、それぞ
れが連携して施策を実施することが明示されており、社会の
ニーズを反映していると言える。

事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○ 概ね目標に見合った成果実績となっている。

-‐

○
　自殺対策白書、各種会議、自殺対策予防週間・自殺対策
強化月間におけるポスター・バナー広告について、見込みに
見合った実績になっている。

○
　調査研究における成果は、政府だけに留まらず、冊子を都
道府県等に送付し、自殺対策の企画・立案に活用されてお
り、また、HPを通じて国民へ概要の情報提供も行っている。

・平成27年度調査研究については、調査結果を基礎資料として政策の企画立案に活用した。
・平成27年度理解促進については、関係省庁、地方公共団体、民間企業、ＮＰＯ団体等と連携して事業を行うなど、経費支出を抑えつつ、より効
果的な事業の展開を進めた。

・事業実施に当たり、その手法や効果を検討し、引き続き、業務の見直しや統廃合を進めるとともに予算の効率的・効果的執行に努める。

　自殺総合対策大綱（平成24年8月28日閣議決定）におい
て、国、地方自治体、民間団体等が役割を明確にし、それぞ
れが連携して施策を実施することが明示されている。

自殺対策に関する広報・啓発、調査研究等は、国を挙げて自
殺対策実施に資するものであり、政策目的の達成手段とし
て、必要かつ適切な事業である。

　支出先の選定にあたっては、基本的には一般競争入札又
は見積り合わせを行うことにより競争性のある調達方式とし
ている。

　会議及び専門家ヒアリングにおいては、出席に伴う諸謝金
や旅費等の最低限必要な費目により実施した。

○

‐ -

○
　国、地方自治体、民間団体等の関係者が出席する会議を
開催する場合には、業務の一部を運営業者に委託し、業務
の効率化を図っている。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

Ｅ．シンソー印刷（株）

2百万円

Ｆ．川口印刷工業（株）

2百万円

I．個人（有識者等・職員）

2百万円

・人件費

・職員の出張旅費（国内）
・自殺対策官民連携協働会議の開

催に係る謝金・旅費等

Ｇ．（株）プロセスユニーク

2件　2百万円

Ｈ．民間事業者（11者）

８百万円

平成27年度「自殺予防週間」広報ポ

スター

平成27年度「自殺対策強化月間」広

報ポスター

【随意契約（少額）】 【随意契約（少額）】 【随意契約（少額）】 【随意契約（少額）】

【直接】

【一般競争入札】

Ａ．（株）電通

2件　　　80百万円

B．ＮＴＴコミュニケーションズ（株）

8百万円

　D．（株）マルト
　4百万円

＊平成27年度　自殺対策官民連携

協働ブロック会議の運営支援業務

・平成27年度「自殺対策強化月間」

事業に係るインターネット広告の制
作・実施業務

・平成27年度「自殺予防週間」事業
に係るインターネット広告の制作・実

施業務

【一般競争入札】 【随意契約（その他）】

「こころの健康相談統一ダイヤル」の

設置に伴うナビダイヤル・インテリ
ジェントサービス

内閣府政策統括官
（共生社会政策担当）

112百万円

自殺対策に関する広報・啓発、調査研究等

【一般競争入札】

C．勝美印刷（株）

6百万円

平成27年版自殺対策白書の印刷・

製本等

・地域を通じた自殺対策に関する調

査

・平成27年度　自殺対策官民連携協
働ブロック会議（福島会場）の運営支

援業務

・支援情報検索サイトに係るウェブ

ザーバの設置等業務

・平成27年度「自殺対策強化月間」
広報用ポスターの梱包発送

・自殺対策の推進に必要な人口推移
に関する市区町村別データの集計

作業



その他

金　額
(百万円）

A.（株）電通

7

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

4

広告料 制作費

ナビダイヤル利用料

4 その他

使　途

広告料 通信運搬費広告料

費　目

消費税等 6

1

B.NTTコミュニケーションズ(株）

金　額
(百万円）

70

消費税等

費　目 使　途

計 80 計 8

C.勝美印刷（株） D.（株）マルト

費　目 使　途

印刷製本費 平成27年版自殺対策白書の印刷・製本等 6 役務費 交通費、会場費、印刷費、役務等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

その他 消費税等 0 その他 消費税等 0

計 6 計 4

その他 消費税等 0 その他 消費税等 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷製本費 平成27年度「自殺予防週間」広報ポスター 2 印刷製本費
平成27年度「自殺対策強化月間」広報ポス
ター

2

費　目 使　途

旅費
地域を通じた自殺対策に関する調査、平成
27年度　自殺対策官民連携協働ブロック会
議（福島会場）の運営支援業務

1

計 2

金　額
(百万円）

2

計

E.シンソー印刷（株） F. 川口印刷工業（株）

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0

G.（株）プロセスユニーク H. 朝日梱包（株）

その他 消費税等 1 その他 消費税等

2

計 2 計 2

費　目 使　途
金　額

(百万円）

通信運搬費
平成27年度「自殺対策強化月間」広報用ポ
スターの梱包発送

チェック  



支出先上位１０者リスト
A.（株）電通

B. NTTコミュニケーションズ（株）

C. 勝美印刷（株）

D. （株）マルト

E. シンソー印刷（株）

F. 川口印刷工業（株）

G. （株）プロセスユニーク

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）プロセスユニー
ク

7180001043511

平成27年度　自殺対策官
民連携協働ブロック会議
（福島会場）の運営支援業
務

1
随意契約
（少額）

- 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

シンソー印刷（株） 2011101036302
平成27年度「自殺予防週
間」広報ポスター

2
随意契約
（少額）

- 100％ -

（株）マルト 5290001005758
平成27年度　自殺対策官
民連携協働ブロック会議の
運営支援業務

4 一般競争入札 3 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）電通

（株）電通

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-29

1

2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一般競争入札

6 -

4010401048922 51

一般競争入札

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

NTTコミュニケーショ
ンズ（株）

7010001064648

「こころの健康相談統一ダ
イヤル」の設置に伴う場に
ダイヤル・インテリジェント
サービス

8
随意契約
（その他）

- -

1 勝美印刷（株） 9010001001855
平成27年度自殺対策白書
の印刷・製本等

6 一般競争入札 2 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

川口印刷工業（株） 4400001000459
平成27年度「自殺対策強化
月間」広報ポスター

2
随意契約
（少額）

- 100％ -

1

2

（株）プロセスユニー
ク

7180001043511
地域を通じた自殺対策に関
する調査

1
随意契約
（少額）

- 100％ -

2 -

法　人　番　号

4010401048922

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

平成27年度「自殺対策強化
月間」事業に係るインター
ネット広告の制作・実施業
務

平成27年度「自殺予防週
間」事業に係るインターネッ
ト広告の制作・実施業務



Ｈ. 民間事業者（10者）

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）メトロアドエー
ジェンシー

1010401067272
平成２７年度自殺対策強化
月間広報ポスターの発送
手数料等

0
随意契約
（少額）

- 100％ -

扶桑速記印刷（株） 9010001027784
自殺対策官民連携協働会
議の速記料

0
随意契約
（少額）

- 100％ -

（株）東京メディア・
サービス

5013301014019
平成２７年度自殺予防週間
広報ポスターの発送手数
料等

0
随意契約
（少額）

- 100％ -

朝日梱包（株） 9010601040880
平成２７年度「自殺対策強
化月間」広報用ポスターの
梱包発送等

2
随意契約
（少額）

- 100％ -

（株）ケー・デー・シー 3010401097680
　支援情報検索サイトに係
るウェブザーバの設置等業
務

1
随意契約
（少額）

- 100％ -

（株）日経ＢＰアド・
パートナーズ

6010401060165
平成２７年度　「自殺予防
週間」広報ポスターのデザ
イン作成

1
随意契約
（少額）

- 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

1

4

5

2

3

北海道地図（株） 4450001002888
自殺対策の推進に必要な
人口推移に関する市区町
村別データの集計作業等

2
随意契約
（少額）

- 100％ -

8

9

6

7

長谷川印刷（株） 2011001018656

自死遺族が直面するいわ
ゆる心理的瑕疵物件をめぐ
る空き室損害問題に関する
判例集

0
随意契約
（少額）

- 100％ -

メディアランド（株） 9010001105037
地域における自殺対策取
組事例集（平成２７年度版）

1
随意契約
（少額）

- 100％ -

10
（株）ジェイアール西
日本コミュニケーショ
ンズ

8120001064792
平成２７年度自殺対策強化
月間広報ポスターの発送
手数料等

0
随意契約
（少額）

- 100％ -



別紙２

計 0 計 0

O. P.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

M. N.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

K. L.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

出張旅費 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.職員a J.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

旅費



別紙３

I. 個人（有識者等・職員）

10 職員E -
自殺対策官民連携協働ブ
ロック会議旅費

0 - - - -

6

5

4 麹町税務署 - 所得税 0 - - - -

有識者Ｃ -
平成27年度自殺対策連携
コーディネート研修の有識
者ヒアリング謝金

0 - -

9

8

7

職員Ｃ - 愛知県名古屋市出張旅費 0 - - - -

職員Ｄ - 大阪府大阪市等出張旅費 0 - - - -

- -

有識者Ｄ -
自殺対策官民連携協働会
議旅費・謝金

0 - - - -

職員Ｂ - 愛知県名古屋市出張旅費 0 - - - -

職員A -
自殺対策官民連携協働ブ
ロック会議旅費　他

0 - - - -

有識者A -
自殺対策官民連携協働会
議旅費・謝金

0 - - - -

有識者Ｂ -
自殺対策官民連携協働会
議旅費・謝金

0 - - - -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）


